
令和 7 年度「観光みやざき創生塾」運営業務委託企画提案競技（プロポーザル方式）

実施要領 

 

１ 目的 

  「観光みやざき創生塾」では、宮崎ならではの魅力的な観光地域づくりを推進する人材

を発掘・育成、観光人材の強固な連携を目指すとともに、宮崎県観光協会と観光推進人材

との連携強化を図る。このことについて、企画提案を募り、企画提案競技に参加した事業

者から本業務を実施する候補者を選定することに関し、必要な事項を定める。 

 

２ 業務の名称 

  令和 7年度「観光みやざき創生塾」運営業務 

 

３ 業務の内容 

  別添「観光みやざき創生塾」運営業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり 

 

４ 委託期間 

  契約締結の日から令和８年１月３０日（金）まで 

 

５ 委託の上限額 

  ８，７０１，０００円（消費税及び地方消費税の額７９１，０００円を含む。） 

  ※この金額は契約時の予定価格を示すものではない。 

  ※企画内容の履行までに要する全ての経費を含む。 

 

６ 委託料の支払い 

  委託業務完了後、精算払とする。 

 

７ 事務を担当する部局（問合せ先） 

  公益財団法人宮崎県観光協会（以下「協会」という。） 観光推進局（担当 奥松） 

  〒880-0811 宮崎市錦町 1-10 宮崎グリーンスフィア壱番館 3 階 

  電 話 0985-25-4676 

  ＦＡＸ 0985-26-6123 

  メール okumatsu-satoshi@kanko-miyazaki.jp 

 

８ 参加資格 

  この企画提案競技に参加しようとする者は、次のすべての要件を満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の 4の規定に該当しない者。 



（２）宮崎県内に本社、支社、営業所又はこれらに類する事業拠点を有する者であること。 

（３）法令違反等による処分が継続していない者。 

（４）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法

（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成 16 年法

律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、

会社更生法に基づく更生手続開始、又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受

けている者は、申立がなされていないものとみなす。 

（５）役員等（個人である場合はその者を、法人である場合はその役員又はその支店若しく

は営業所を代表する者をいう。）が暴力団関係者（宮崎県暴力団排除条例（平成 23 年宮

崎県条例第 18号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）であると

認められる者又は暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められる者でない

こと。 

（６）県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）に未納がない者。 

（７）地方税法（昭和 25年法律第 226 号）第 321 条の４及び各市町村の条例の規定により、

個人住民税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮崎県内に居住

している者に限る。）の個人住民税について特別徴収を実施している者又は特別徴収を

開始することを誓約した者。 

（８）本業務の実施について、協会の求めに応じ即座に対応できる体制を整えている者。 

 

９ 企画提案競技実施の公告方法 

  宮崎県公式観光サイト「みやざき観光ナビ」により告知する。 

 

１０ スケジュール（予定） 

（１）公告               令和７年４月２４日（木） 

（２）企画提案競技参加申込受付期限   令和７年４月３０日（水）午後５時 

（３）質問書受付期限          令和７年５月 １日（木）午後５時 

（４）企画提案書等提出期限       令和７年５月２３日（金）午後５時 

（５）審査結果通知           令和７年５月２８日（水）予定 

 

１１ 企画提案競技の方法 

（１）参加申込み 

   企画提案競技に参加を希望する者は、次のとおり参加申込を行うこと。 

   ア 提出場所 

     本要領７の場所 

   イ 提出期限 

     令和７年４月３０日（水）午後５時まで（必着） 



     （郵送の場合も必着とする。） 

   ウ 提出方法 

     持参、郵送又は電子メール 

   エ 提出書類 

    ① 企画提案競技参加申込書（様式第１号） 

    ② 代理人を選定した場合は、委任状（様式第２号） 

   オ その他 

    ① 電子メールで参加申込書及び委任状を送付した者は、企画提案書提出時に、提

出書類の原本を提出すること。 

    ② 持参以外の方法で参加申込書を提出した者は、５月１日（木）午後５時までに

本要領７の問合せ先に電話で提出状況の確認を行うこと。 

    ③ 参加申込書の提出後に辞退する場合は、辞退届（様式第３号）を持参又は郵送

により提出すること。また、企画提案書が提出期限（５月２３日（金））までに

提出されなかった場合は、辞退届が提出されたものとみなす。 

    ④ 電子メールで送付するデータの形式は、ＰＤＦとする。 

（２）質問及び回答 

   ア 質問の提出方法 

     本業務に関し質問がある場合は、質問書（様式第４号）を提出すること。 

    ① 提出方法は、本要領７の問合せ先へＦＡＸ又は電子メールにて行うこと。 

    ② 件名は、「「観光みやざき創生塾」運営業務企画提案競技に係る質問」とする。 

   イ 受付期限 

     令和７年５月１日（木）午後５時まで（必着） 

   ウ 回答 

     原則として、質問者に対し、質問受付日の翌日から起算して３日以内（土曜日及

び日曜日を除く。）に回答するものとする。なお、仕様書等の変更に係る回答につ

いては、参加申込書を提出した全ての者に行うものとする。 

 

（３）企画書の作成及び提出書類 

   ア 企画書 

     以下の①から⑨を１セットとし、これを企画書と呼ぶ。 

    ① 企画提案競技申請書（様式第５号） 

    ② 会社概要（様式第６号） 

    ③ 企画提案書（様式任意） 

      詳細については本要領「１２ 企画提案書について」を参照。 

      ・業務実施方針 

      ・業務フロー図 



      ・業務実施計画案 

      ・上記業務の実施体制 

    ④ 見積書及び見積明細書 

    （ア）見積書の様式は任意だが、仕様書の「５ 委託業務内容」を踏まえて、項目

毎に積算内容を明記すること。 

    （イ）見積金額の表示は、税抜き金額、消費税及び地方消費税額、合計金額を明記

すること。 

    （ウ）企画提案書における追加提案に関する費用等についても本見積書に含むこと。 

    （エ）宛名は「公益財団法人宮崎県観光協会 会長 米良充典」とすること。 

    ⑤ 業務実績 

      令和元年度以降の国、地方公共団体又は協会との契約実績（契約相手、事業 

名、契約金額がわかるように記載すること） 

    ⑥ 暴力団又は暴力団員に該当しないことの誓約書（様式第７号） 

    ⑦ 県税に未納がないことの証明書 

    ⑧ 特別徴収実施確認・開始誓約書（様式第８号） 

    ⑨ 決算書（直近三期分） 

   イ 提出期限 

①  提出期限 

      令和７年５月２３日（金）午後５時まで（必着） 

    ② 提出場所 

      本要領７の場所 

    ③ 提出方法 

      持参又は郵送とする。 

      郵送の際は、書留郵便又はそれと同等の手段によること。 

   ウ 作成に当たっての留意点 

    ① 応募する企画書は１案に限る。 

    ② 企画書はＡ４判（やむを得ない箇所はＡ３折りたたみでも可）とし、提出部数 

は７部（正本１部、副本６部とし、正本には押印すること。）とする。パンフレ 

ット類等の添付資料も７部準備し、別綴りとすること。 

    ③ 企画内容は審査基準書に従い、わかりやすい表現で記述すること。なお、審査

基準書に記載されていないアイデア等はその旨がわかるよう工夫すること。 

    ④ 本業務を実施するに当たり、協会職員に求める作業及び資料等についても記

載すること。 

    ⑤ 応募された企画提案の著作権は、その応募者に帰属する。なお、企画提案の記

載が、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象とな

っているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負うこととする。 



 

１２ 企画提案書について 

   業務実施計画案には、下記の事項について必ず記載すること。 

（１）コース別に構築したカリキュラム 

（２）カリキュラムに連動して選定した講師陣（プロフィール・実績） 

（３）受講生の募集方法 

（４）運営業務スケジュール 

 

１３ 企画提案の無効 

   次のいずれかに該当する者の企画提案は、無効とする。 

（１）参加する資格のない者が提案したとき 

（２）参加申込書又は企画書に虚偽の記載をした者 

（３）企画書が仕様書に適合しない場合及び本要領に記載する留意事項に適合しない場合 

（４）２件以上の企画提案をした者 

（５）提出期限までに参加申込書を提出しなかった者 

（６）提出期限までに企画書を提出しなかった者 

（７）企画書及び見積書について、金額、氏名、印影又は重要な文字の誤脱した又は不明な 

提案をした者 

（８）その他、指示した事項及び企画提案競技に関する条件に違反したとき 

 

１４ 審査 

   書類審査とし、提出された企画書について次のとおり審査を行う。 

（１）書類審査は、協会職員等で行う。 

（２）審査基準は、「観光みやざき創生塾」運営業務委託審査基準書による。 

（３）提出された企画書を総合的に判断し、本業務の候補者を決定する。 

 

１５ 選定結果の通知 

   選定結果は、企画提案競技参加者に対し、電子メール及び書面により通知する。審 

  査内容については公表しない。また、審査結果についても異議申立ては認めない。 

    

１６ 契約 

   上記の審査により選定された最も優れた提案を行った提案者を契約締結候補者とし 

て委託業務に関して必要な協議を行う（その際、企画提案書の内容は、協議の上、変更 

する場合がある。）ものとし、協議が合意に至った場合は、本委託業務の契約の手続き 

を行う。 

 なお、候補者との間で協議が合意に至らなかった場合は、次に順位の高い提案者を候 



補者として必要な協議を行う。 

 

１７ 提案者が１者またはいない場合の取扱い 

（１）提案者が１者の場合 

   審査において業務の円滑な遂行が可能であると判断した場合には、本委託業務の契

約の手続きを行うものとする。 

（２）提案者がいない場合 

   ホームページでその旨を公表するとともに、再度公募を行うものとする。 

 

１８ その他 

（１）本業務の企画提案に要する一切の費用は、提案者の負担とする。 

（２）提案者から提出された書類は返却しない。なお、協会は提出された書類について、本 

企画提案競技以外の目的で提案者に無断で使用しない。 

（３）本企画提案競技の参加により、協会から知り得た情報は、他社に漏らしてはならない。 

（４）見積額については協会と最優秀提案者で協議の上、協議が整った場合に再度見積書を

求める。 

（５）特定された者は、企画提案競技の結果、最適な者として特定したものであるが、契約

手続きの完了までは、契約関係を生じるものではない。 

 

 


